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改正自賠法等の附帯決議に係る対応（あり方懇談会）について

平 成 １９ 年 １ 月



「今後の自動車損害賠償保障制度のあり方に係る懇談会」報告書

１．本懇談会の趣旨

同改正に際し、衆・参両院の附帯決議により、改正後５年以内に『自動車事故対策事業』の
見直しを行うことが政府に求められた。

有識者による「今後の自動車損害賠償保障制度のあり方に係る懇談会」において、
集中的に見直しの議論が行われた。 （Ｈ１８ ３月～６月）

Ｈ１８

平成１３年自賠法等改正により、自賠責保険に係る政府再保険制度が廃止になり、それま
で累積された政府再保険に係る運用益の一部を基金とし、「被害者救済」と「事故発生防止」
からなる『自動車事故対策事業』を行うことが法定化された。

Ｈ１３

２．救済対策における主な課題

○ 交通事故による重度後遺障害者は、病院や福祉施設による受入れが不足しており、被
害者家族が在宅介護せざるを得ない場合が多い。

○ 交通事故による遷延性意識障害者では、自賠制度による療護センター （千葉・岡山・中

部・東北の４か所）で回復に向けた治療・看護ニーズが高いが、自宅から遠い等の理由で、
家族が入院申請を断念する場合が多い。

１ 重度後遺障害者に対する専門的な治療・看護の不足

○ 被害者家族は、事故直後だけでなく、事故から一定期間が経過しても、必要とする情報
や適切な情報入手先を把握できない場合が多い。

○ 政府保障事業では、自賠責保険と異なる運用（過失相殺の方法等）を一部行っており、こ
れらのあり方につき従来より議論がある。

○ 交通事故に起因する高次脳機能障害（記憶力・判断力の低下などの「認知障害」、攻撃
性などの「人格障害」）について、事故直後に画像診断では所見がないなどを理由として、
現行の認定システムで認定されない場合がある。

２ 被害者家族における情報の不足

３ 被害者に係る損害賠償の保障の向上の余地
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３．今後の被害者救済対策の見直しの方向性

①既存の療護センターの効率的・積極的な活用
効率的治療による入院期間の短縮、療護センターの認知度向上、講演や研修を通じた治療・看護技術の普
及・拡大による、既存の療護センターの更なる活用。

②療護センター機能の委託
遷延性意識障害者の回復に向けた専門的治療を行う意欲のある一般病院に長期入院受入れ、専用病床等
確保に基づく療護センター機能を委託。

③短期入院協力病院の拡充
短期入院受入れ可能な一般病院等に対する「短期入院協力病院」指定を増やし、各都道府県に １以上確
保（現在全国で３２箇所）。

④介護料の支給対象品目等の見直し
介護料の支給対象品目、支給要件等を介護料受給者のニーズに対応できるよう見直し。

①関係機関等との連携体制の構築
国土交通省が中心となり、市町村、警察、救急病院や、医師会、弁護士会等との連携を強化。

②独立行政法人自動車事故対策機構による情報提供の充実
相談窓口機能の強化、情報内容の拡充。

③被害者団体活動の支援
被害者家族の活動を積極的に支援（講演会に対する後援等）。

①高次脳機能障害認定システムの充実
損害保険料率算出機構内に検討会を設置し、客観的な立場の専門家の意見を踏まえつつ、平成１５年の見

直しから２年以上経過した認定システムに係る問題の有無等について検討。

②政府保障事業の運用変更
政府保障事業の運用について、重過失（７割以上の過失）の場合に限って減額するなど、被害者救済の観

点から、可能な限り自賠責保険と同様なものに変更し、損害てん補を充実する。

１．交通事故による重度後遺障害者が専門的な治療・看護を受けられる機会の確保

２．被害者や家族が必要十分な心のケア・情報提供を受けることができる環境の整備

３．損害賠償の保障の充実

４．今後の事故発生防止対策の見直しの方向性

ドライバーの安全運転が確保されるよう、交通政策審議会（技術安全ＷＧ）等により得られた安全対策

の新たな方向性を踏まえ、不断の見直しを行い、重点化に努める。

事故発生防止対策の効率的推進

①診療報酬基準案の全国的な普及
引き続き診療報酬基準案の全国的な浸透を図る。

②自賠責保険の保険金限度額の検証
重度後遺障害者等の総損害額の実態を調査し、限度額の現行水準が適切か検討する。

③自賠責保険金の支払適正化措置等
国土交通省における審査体制等の強化、紛争処理機構の審査体制の充実を図る。

④「親亡き後問題」の解決を含む重度後遺障害者の生活支援に関する議論等
実態把握に努めるとともに、実現可能な生活支援の方策について、財源に十分に配意しつつ関係者と真摯

に議論を継続する。

４．その他

５．引き続き検討を要すべき課題 ・救急治療の支援 ・無保険車対策-2-
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自動車損害賠償保障制度のあり方に係る懇談会」「今後の
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石井 正三 日本医師会常任理事
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（カッコ内は前任者・敬称略・五十音順）
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「今後の自動車損害賠償保障制度のあり方に係る懇談会」

を踏まえた平成１９年度予算案について

１．療護センター機能の委託

現在、全国４カ所（千葉・東北・岡山・中部）に設置されている療護センタ

ーの空白地域解消のため、その機能を一般病院への委託形式により展開し、療

護センターに入院できない地域の遷延性意識障害者の専門的治療、介護の機会

を確保する。

○予算額 ８，４２９百万円（自動車事故対策機構運営費交付金）の内数

２．介護料の支給対象品目等の見直し

独立行政法人自動車事故対策機構が平成１７年度に重度後遺障害者世帯に対

して行った介護費用に関する実態調査結果を踏まえ、使用率並びに自己負担額

の高かった、①紙オムツ②尿とりパッド③吸引用カテーテルの３品目を介護料

支給対象品目に追加する。

○予算額 ３，０５０百万円（自動車事故対策費補助金）

３．短期入院協力病院の拡充

平成１８年１０月末に、新たに１０病院（計４２病院）を追加指定し、平成

１８年度中には各都道府県に１以上の協力病院の指定ができるよう取り組むと

ともに、更なる協力病院の増加を促進するため、協力病院に対する助成の拡充

を図る。

○予算額 １５０百万円（自動車事故対策費補助金）

４．政府保障事業における運用の変更

政府保障事業の運用のうち自賠責保険・共済と異なるものについて、可能な

限り自賠責保険・共済に近い損害てん補が行われるよう、重過失減額の採用等

を行う。

○予算額 ６，１５４百万円（保障費）

５．自動車事故発生防止対策の充実

自動車事故発生防止対策を一層充実させるため、大型トラックの事故被害軽

減に有効な衝突被害軽減ブレーキ（ＡＳＶ）の早期普及を図るための補助制度

を創設する。

○予算額 ４１３百万円（自動車事故対策費補助金）
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